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①所得税から住宅ローン控除額を引ききれなかった人
　税源移譲により、所得税が減額となり、控除で
きる住宅ローン控除額が減る場合があります。
対象者は、平成18年末までに入居し、所得税の住
宅ローン控除を受けている人で、所得税から控除
しきれなかった額がある場合は、翌年度の住民税
（所得割）から控除できます（グラフ1参照）。

　平成20年以降、住民税の住宅ローン控除の適用
を受けるためには、毎年申告が必要です。平成19
年分の所得税から控除しきれない額が発生した
場合、平成20年2月18日から3月17日までに、「市
県民税住宅借入金等特別税額控除申告書」を、平
成20年1月1日現在で本市にお住まいの人は市役
所へ提出してください（税務署で確定申告書を提
出する人に限り税務署へ提出ができます。表1参照）。

②平成19年に所得が減って所得税が課されない
　程度の所得となった人
　税源移譲により、所得税率の変更による税負担
の軽減の影響は受けず、住民税率の変更による税
負担の増加の影響だけを受ける人は、既に納付済
の平成19年度分の住民税額から、税源移譲により
増額となった住民税相当額を還付します（グラフ
2参照）。

　所得変動に伴う住民税の還付を受けるために
は申告が必要です。平成19年1月1日現在お住ま
いの市町村へ、平成20年7月1日から7月31日まで
に、「減額申告書」を提出してください。

※平成19年中に亡くなった人や海外へ転出して平成20年1
　月1日現在国内に居住していない人には、この経過措置は
　適用されません。
※この経過措置の対象となる人は、住民税と所得税の人的控
　除（配偶者控除、扶養控除、基礎控除など）額の差の合計
　が、平成20年度の住民税の合計課税所得金額（課税長期
　譲渡所得等の金額がある場合はこれらの金額を合計した金
　額）以上になる人に限られます。寄附金控除額などの人的控
　除以外の控除額が増加したり、住宅ローン控除などによっ
　て所得税が課税されなくなったりした人には適用されません。
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住宅ローン控除などにご注意を
住民税の主な改正点
勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝
　地方分権を進めるため、平成19年から国税（所
得税）から地方税（住民税；市・県民税のこと）
へ税金を移し替える税源移譲が行われ、ほとんど
の人の住民税が増加し、その分、所得税が減少し
ています。このことに伴い次の改正が行われま
すので、対象となる人は申告してください。

【グラフ1】
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住宅借入金等特別税額控除申告書の
提出方法

住民税の住宅ローン控除の適用
を受ける人

源泉徴収票を添付して市役所へ提出
所得税の確定申告をしない人
（年末調整だけで所得税住宅ローン
控除適用の人）

所得税の確定申告書とともに税務署
へ提出

所得税の確定申告を税務署です
る人

【表1】

【グラフ2】
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※「市県民税住宅借入金等特別税額控除申告書」は平成20年1月中旬に市役
　所市民税課、各支所、各行政センター、税務署に設置予定です。
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自分たちのまちを自分たちの手で守るために
犯罪のない安全・安心まちづくり条例の施行
勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝勝
　犯罪の被害に遭わずに安全で安心して暮らすことは市
民みんなの願いです。全国的に見ると、ここ数年、犯罪
件数は減少傾向にありますが、犯罪の凶悪化、低年齢化
が進むとともに、振り込め詐欺や子どもが巻き込まれる
事件が多発するなど生活に対する住民の不安は以前より
広がっています。
　犯罪を未然に防ぐためには、警察に頼るだけではなく、
わたしたち一人一人が防犯意識を高め、市役所、市民、事
業者が一体となって、安全で安心できるまちづくりに取
り組む必要があります。
　こうしたことから本市では「佐世保市犯罪のない安全・
安心まちづくり条例」を12月１日に施行しました。市民
の皆さんのご理解とご協力をお願いします。

冗市役所地域振興課　緯24-1111

【平成18年刑法犯の認知件数など】
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長崎県
（佐世保市）

【佐世保市の刑法犯の認知件数・検挙件数の推移】

【平成18年刑法犯の検挙件数など】
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【犯罪のない安全・安心まちづくり条例の概要】
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市民
の役割

煙安全・安心なまちづくりについての理解を深める
煙日常生活において犯罪に遭わないように心掛け、行動する
煙子どもの登下校の見守りなど自主的な防犯活動に取り組む

市
の役割

煙さまざまな犯罪の情報をお知らせする
煙地域の防犯パトロールなど自主的な取り組みを支援する
煙犯罪の起こりにくい環境づくりを進める
煙警察などの関係機関と連携する

事業者
の役割

煙安全・安心なまちづくりについての理解を深める
煙犯罪を誘発しないような環境整備に努める
煙事業活動において犯罪に遭わないように心掛け、行動する

※佐世保市犯罪のない安全・安心まちづくり推進協議会の設置
　条例では市民、事業者、関係機関などの代表者からなる「佐世保市犯罪のない安全・安心まち
　づくり推進協議会」を設置し、今後の本市の防犯施策などについて話し合うこととしています。

葛長崎県は全国的に見て犯罪が少なく、検挙率が高い状況です。
　本市の犯罪件数は平成14年以降減少していますが、年間2千
　件を超える犯罪が認知されています。


